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は じ め に 

 

平成 30 年度の市民所得（推計結果報告書）を公表いたします。  

この報告書は、山形県公表の「平成 30 年度市町村民経済計算」及び「平

成 30 年度県民経済計算」から天童市分を抜粋し作成したものです。  

市民所得統計は、市民の経済活動によって 1 年間に生み出された「付

加価値」について、「生産」「分配」の二面からとらえ、経済の循環を総

合的・体系的に把握したものです。市経済の規模や成長の度合、産業構

造、所得水準などを表しています。  

地域経済の分析や各種施策の企画・立案のための基礎資料として、御

活用いただければ幸いです。  

 

 

 

 

 

 

令和 3 年 9 月  

 

 

天童市総務部総務課  
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市民所得統計を利用される方のために 

 
 １ 市町村民経済計算は、県民経済計算（確報）による県の計数を、経済センサスによ 

る従業者数や工業統計調査による粗付加価値額など各種統計指標で分割して推計して 

います。 

県民経済計算は、国民経済計算体系(2008SNA:System of National Accounts 2008)

に基づいて内閣府経済社会総合研究所が作成した「県民経済計算標準方式(平成23年

基準版)」及び「県民経済計算推計方法ガイドライン(平成23年基準版)」に準拠して

推計しています。 

 

２ 県民経済計算及び市町村民経済計算は、精度向上のための推計方法の変更や新たに

入手した基礎資料に基づき遡って推計値を算出していますので、過去の公表値と異な

る場合があります。平成21年度から平成29年度の数値を利用する際は、本報告書(最

新版)の数値を利用してください。  

なお、過去に公表した平成20年度以前の計数は、基準年が異なるため本報告書の計

数とは接続しませんので御注意ください。 

 

３ 掲載している数値は、特に注釈のない限り名目値です。実質値については、資
料の制約などにより推計が困難なため、推計していません。 

 
４ 統計表中の数値は、単位未満を四捨五入して表示しているため、総数と内訳の
合計が一致しない場合があります。また、各地域・各市町村で刊行する報告書の
数値とは一致しない場合があります。 

 

５ 統計表中の記号は次のとおりです。 

「 － 」‥‥‥当該数値がない場合  「 0.0 」‥‥‥単位未満の場合 

 

 

※「平成 30年度 市町村民経済計算（山形県みらい企画創造部）」から抜粋  
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市民所得推計結果の概要  

１ 日本経済・山形県経済の概況・・・ (統計資料：県民経済計算より抜粋 ) 

 

（１）日本経済の概況  

平成 30 年度の日本経済は、企業収益は過去最高を更新し、就業者数も大幅に

増加するなど雇用・所得環境は改善を続け、消費も持ち直しが続いた。ただし、

家計部門では、所得の伸びと比べると消費はやや力強さに欠ける面があり、企業

部門では、収益が大幅に改善し、設備投資にも前向きな動きがみられたが、人手

不足への対応が大きな課題であった。 

このような状況のもと、平成 30 年度の経済成長率（名目国内総生産の対前

年度増加率）は、名目で 0.1％増（平成 29 年度 2.0％増）と 7 年連続のプラス

成長、実質で 0.3％増（同 1.9％増）と 4 年連続のプラス成長となった。  

 

（２）山形県経済の概況  

平成 30 年度の本県経済は、緩やかな回復の動きがみられた。 

個人消費は、百貨店・スーパー販売額は前年度を下回ったが、新車登録届出台

数及び新設住宅着工戸数が前年度を上回った。 

生産面では、鉱工業生産指数は電子部品・デバイス等の減少により 3 年ぶりに

低下した。企業倒産は、件数、負債総額ともに前年度を上回った。 

雇用情勢は、有効求人倍率（季節調整値）がおおむね 1.6 倍台で推移し、着実

な改善がみられた。 

このような状況のもと、平成 30 年度の県内総生産は、名目で 4 兆 2,759 億円

（実質では 4 兆 2,000 億円）、名目経済成長率（名目県内総生産の対前年度増加

率）は、0.1％減（平成 29 年度 5.5％増）と 4 年ぶりのマイナス成長となっ

た。一方で、物価の影響を加味した実質経済成長率は 0.2％増（同 5.8％増）と

4 年連続のプラス成長となった。 
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図１ 国・県経済成長の推移
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２ 天童市経済の概況  

（１）  市内総生産 
 

平成 30 年度の市内総生産は、総額 2,657 億 2,700 万円で、前年度に比べ、

47 億 8,100 万円（1.8％）減となった。  

産業別生産額および構成比は、第一次産業が 97 億 9,900 万円で 3.7％、第

二次産業が 827 億 300 万円で 31.3％、第三次産業が 1,715 億 2,100 万円で

65.0％となっている。 

 

 

第１表 経済活動別市内総生産      (単位：百万円 ) 

産  業 
実    数  

対前年度増減率

(％ ) 
構  成  比 (％ ) 

30 年度  

寄与率  
28 年度  29 年度  30 年度  29 年度  30 年度  28 年度  29 年度  

30 年

度  

１第一次産業  9,677 10,441 9,799 7.9 △ 6.1 3.7 3.9 3.7 12.5 

２第二次産業  86,653 88,245 82,703 1.8 △ 6.3 32.9 32.8 31.3 108.1 

３第三次産業  167,081 170,457 171,521 2.0 0.6 63.4 63.3 65.0 △ 20.8 

４小計  263,411 269,143 264,023 2.2 △ 1.9 100.0 100.0 100.0 100.0 

５輸入税  3,790 4,253 4,487 12.2 5.5 

    ６その他（控

除）  
2,883 2,888 2,783 0.2 △ 3.6 

市内総生産  264,318 270,508 265,727 2.3 △ 1.8 
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図2 産業別市内総生産の推移
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4 

 

 

（２）  市民所得 

市民所得は 2,122 億 8,500 万円で、前年度 2,130 億 1,400 万円と比べ 7 億

2,900 万円（0.3％）の減となり、雇用者報酬は 2.3％増、財産所得は 6.4％増、

企業所得は 6.8％減となった。 

 
 

第２表 市民所得の内訳     （単位：百万円） 

項  目 
実    数  

対前年度増減率  

（％）  
構  成  比（％）  

30 年度  

寄与率  
28 年度  29 年度  30 年度  29 年度  30 年度  28 年度  29 年度  30 年度  

雇用者報酬  113,296 116,687 119,359 3.0 2.3 61.1 60.0 61.7 △  283.7 

財産所得  12,658 12,581 13,383 △  0.6 6.4 6.8 6.5 6.9 △  85.1 

企業所得  59,402 65,232 60,816 9.8 △  6.8 32.1 33.5 31.4 468.8 

市民所得  

（要素費用表示）  
185,356 194,500 193,558 4.9 △  0.5 100.0 100.0 100.0 100.0 

生産・輸入に  

課される税（控除）  
17,801 18,514 18,727 4.0 1.2 

        
市民所得  

（市場価格表示）  
203,157 213,014 212,285 4.9 △  0.3 
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図３ 平成３０年度産業別市内総生産構成比(%)
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（３）  市民一人当たりの所得 

市民一人当たりの所得（分配所得）は 311 万 8,000 円で、前年度 313 万 4,000

円と比べ、1 万 6,000 円（0.5％）の減となった。 
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図５ 市民所得の年次別構成比

雇用者報酬 財産所得 企業所得

第３表 一人当たりの所得     （単位：千円） 

項  目  

実    数  
対前年度増減率

（％）  
対県格差  対国格差  

28 年度  29 年度  30 年度  29 年度  30 年度  28 年度  29 年度  30 年度  28 年度  29 年度  30 年度  

市民所得  2,980 3,134 3,118 5.2 △  0.5 110.4 109.0 107.6 96.4 99.1 97.5 

県民所得  2,699 2,875 2,897 6.5 0.8 - - - 87.3 90.9 90.6 

国民所得  3,091 3,164 3,198 2.4 1.1 114.5 110.1 110.4 - - - 



表１　経済活動別市内総生産

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度
 (1)農林水産業 5,979 6,501 7,026 9,209 9,245
　①農業 5,957 6,484 7,011 9,196 9,232
　②林業 17 14 12 11 11
　③水産業 5 3 3 2 2
 (2)鉱業 98 98 85 96 127
 (3)製造業 51,050 70,948 64,131 53,226 63,559
 (4)建設業 10,400 8,774 10,122 11,217 19,423
 (5)電気･ガス･水道・廃棄物処理業 11,808 11,547 8,449 8,329 9,500
 (6)卸売・小売業 23,986 23,848 23,189 25,271 27,205
 (7)運輸・郵便業 11,486 11,483 11,460 13,245 12,777
 (8)宿泊・飲食サービス業 6,783 6,264 6,275 6,208 6,763
 (9)情報通信業 3,774 3,880 3,905 3,955 3,863
 (10)金融･保険業 6,179 6,115 6,105 5,931 6,104
 (11)不動産業 29,705 29,724 29,744 29,636 29,928
 (12)専門・科学技術、業務支援サービス業 5,681 6,000 6,694 7,340 8,324
 (13)公務 7,873 7,420 7,641 7,865 7,629
 (14)教育 7,016 7,056 7,041 6,944 6,833
 (15)保健衛生・社会事業 17,555 19,121 19,831 21,253 21,990
 (16)その他のサービス 9,178 8,896 9,089 9,416 9,544
 (17)小計 208,551 227,675 220,786 219,138 242,814
 (18)　輸入品に課される税・関税 1,863 2,211 2,506 2,538 3,096
 (19)　(控除）総資本形成に係る消費税 1,125 979 1,104 1,122 1,427
 (20)市内総生産 209,289 228,907 222,189 220,555 244,484
再掲
　第一次産業 5,979 6,501 7,026 9,209 9,245
　第二次産業 61,548 79,820 74,338 64,539 83,109
　第三次産業 141,024 141,354 139,422 145,390 150,460

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度
 (1)農林水産業 8,238 9,244 9,677 10,441 9,799
　①農業 8,226 9,229 9,663 10,426 9,785
　②林業 11 11 11 12 12
　③水産業 2 3 3 3 2
 (2)鉱業 158 116 60 63 59
 (3)製造業 55,707 62,682 68,914 68,612 67,034
 (4)建設業 13,689 16,189 17,679 19,570 15,610
 (5)電気･ガス･水道・廃棄物処理業 10,751 13,571 14,053 15,368 16,860
 (6)卸売・小売業 27,541 29,700 30,836 31,377 30,645
 (7)運輸・郵便業 13,026 13,781 14,296 14,368 14,084
 (8)宿泊・飲食サービス業 7,002 7,027 7,616 7,844 7,549
 (9)情報通信業 3,759 3,795 3,828 3,732 3,941
 (10)金融･保険業 5,633 6,249 6,290 6,372 6,477
 (11)不動産業 29,539 30,303 31,782 32,424 32,441
 (12)専門・科学技術、業務支援サービス業 8,954 9,452 9,908 9,913 10,098
 (13)公務 7,970 8,466 7,733 7,960 7,888
 (14)教育 7,447 7,530 7,564 7,675 7,686
 (15)保健衛生・社会事業 22,391 23,230 23,343 23,486 24,124
 (16)その他のサービス 9,843 10,085 9,831 9,939 9,729
 (17)小計 231,650 251,419 263,411 269,143 264,023
 (18)　輸入品に課される税・関税 3,946 4,166 3,790 4,253 4,487
 (19)　(控除）総資本形成に係る消費税 1,757 2,484 2,883 2,888 2,783
 (20)市内総生産 233,839 253,101 264,318 270,508 265,727
再掲
　第一次産業 8,238 9,244 9,677 10,441 9,799
　第二次産業 69,554 78,987 86,653 88,245 82,703
　第三次産業 153,858 163,188 167,081 170,457 171,521

(単位：百万円）
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表２　市民所得

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

１雇用者報酬 110,225 107,874 107,655 106,792 106,051

 (1)賃金･俸給 96,073 93,433 93,023 91,643 90,557

 (2)雇主の社会負担 14,152 14,441 14,632 15,148 15,495

　a雇主の現実社会負担 12,817 13,190 13,511 14,181 14,366

　b雇主の帰属社会負担 1,336 1,251 1,121 968 1,128

２財産所得（非企業部門） 10,647 10,524 10,557 10,444 10,959

　a受取 13,888 13,732 13,769 13,550 13,981

　b支払 3,241 3,208 3,212 3,107 3,021

 (1)一般政府 606 248 △ 140 △ 180 473

 (2)家計 9,927 10,154 10,573 10,512 10,371

 (3)対家計民間非営利団体 114 122 124 112 115

３企業所得（企業部門の第１次所得バランス） 38,175 46,935 44,576 46,131 57,920

 (1)民間企業 38,600 47,355 44,857 46,355 58,185

　a民間企業（持ち家を除く） 24,279 32,869 30,570 31,887 43,596

　b持ち家 14,321 14,487 14,286 14,468 14,589

 (2)公的企業 △ 425 △ 420 △ 281 △ 224 △ 265

４市民所得（1+2+3） 159,047 165,333 162,787 163,367 174,930

５生産・輸入品に課される税（控除）補助金 11,754 12,689 12,270 12,189 13,534

６市民所得(市場価格表示） 170,801 178,022 175,057 175,555 188,464

一人当たり市民所得（単位：万円） 254.2 265.7 261.6 262.3 281.0

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

１雇用者報酬 108,804 111,449 113,296 116,687 119,359

 (1)賃金･俸給 92,806 94,659 96,353 99,197 101,328

 (2)雇主の社会負担 15,998 16,790 16,943 17,490 18,030

　a雇主の現実社会負担 14,609 15,434 15,226 15,829 16,504

　b雇主の帰属社会負担 1,389 1,357 1,716 1,660 1,526

２財産所得（非企業部門） 12,700 12,963 12,658 12,581 13,383

　a受取 15,639 16,340 15,663 15,471 16,135

　b支払 2,938 3,377 3,004 2,890 2,753

 (1)一般政府 784 593 510 1,301 1,392

 (2)家計 11,798 12,259 12,046 11,164 11,861

 (3)対家計民間非営利団体 118 111 102 116 130

３企業所得（企業部門の第１次所得バランス） 47,345 55,119 59,402 65,232 60,816

 (1)民間企業 47,449 55,065 59,537 65,335 60,988

　a民間企業（持ち家を除く） 33,441 40,977 44,935 50,659 46,465

　b持ち家 14,008 14,088 14,602 14,676 14,523

 (2)公的企業 △ 104 54 △ 135 △ 103 △ 172

４市民所得（1+2+3） 168,849 179,531 185,356 194,500 193,558

５生産・輸入品に課される税（控除）補助金 15,132 16,969 17,801 18,514 18,727

６市民所得(市場価格表示） 183,981 196,500 203,157 213,014 212,285

一人当たり市民所得（単位：万円） 271.3 288.7 298.0 313.4 311.8

（単位：百万円）
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市町村別総人口

２８年 ２９年 ３０年 ２８年 ２９年 ３０年

市 町 村 計 1,113,029 1,101,452 1,089,805 100.0 100.0 100.0

村 山 地 域 548,398 544,440 540,496 49.3 49.4 49.6

最 上 地 域 76,369 75,011 73,560 6.9 6.8 6.8

置 賜 地 域 212,054 209,155 206,401 19.0 19.0 18.9

庄 内 地 域 276,208 272,846 269,348 24.8 24.8 24.7

山 形 市 253,267 252,095 250,998 22.8 22.9 23.0

寒 河 江 市 40,924 40,693 40,417 3.7 3.7 3.7

上 山 市 31,135 30,633 30,211 2.8 2.8 2.8

村 山 市 24,322 23,884 23,496 2.2 2.2 2.2

天 童 市 62,209 62,061 62,083 5.6 5.6 5.7

東 根 市 47,692 47,785 47,747 4.3 4.3 4.4

尾 花 沢 市 16,551 16,147 15,771 1.4 1.5 1.4

山 辺 町 14,243 14,188 14,005 1.3 1.3 1.3

中 山 町 11,255 11,050 10,911 1.0 1.0 1.0

河 北 町 18,783 18,526 18,210 1.7 1.7 1.7

西 川 町 5,517 5,341 5,181 0.5 0.5 0.5

朝 日 町 6,960 6,805 6,603 0.6 0.6 0.6

大 江 町 8,353 8,191 7,978 0.8 0.7 0.7

大 石 田 町 7,187 7,041 6,885 0.6 0.6 0.6

新 庄 市 36,431 35,997 35,515 3.3 3.3 3.3

金 山 町 5,669 5,498 5,372 0.5 0.5 0.5

最 上 町 8,636 8,451 8,252 0.8 0.8 0.8

舟 形 町 5,498 5,397 5,283 0.5 0.5 0.5

真 室 川 町 7,959 7,790 7,573 0.7 0.7 0.7

大 蔵 村 3,333 3,247 3,152 0.3 0.2 0.2

鮭 川 村 4,183 4,113 4,010 0.4 0.4 0.4

戸 沢 村 4,660 4,518 4,403 0.4 0.4 0.4

米 沢 市 84,930 83,944 82,983 7.6 7.6 7.6

長 井 市 27,375 27,096 26,780 2.5 2.5 2.5

南 陽 市 31,955 31,555 31,272 2.9 2.9 2.9

高 畠 町 23,587 23,289 23,031 2.1 2.1 2.1

川 西 町 15,430 15,156 14,815 1.4 1.4 1.3

小 国 町 7,750 7,540 7,318 0.7 0.7 0.7

白 鷹 町 13,848 13,553 13,296 1.2 1.2 1.2

飯 豊 町 7,179 7,022 6,906 0.6 0.6 0.6

鶴 岡 市 128,140 126,499 125,084 11.5 11.5 11.5

酒 田 市 105,008 103,871 102,353 9.4 9.4 9.4

三 川 町 7,682 7,631 7,566 0.7 0.7 0.7

庄 内 町 21,413 21,108 20,837 1.9 1.9 1.9

遊 佐 町 13,965 13,737 13,508 1.3 1.3 1.2

※総人口は10月1日現在（県統計企画課「山形県の人口と世帯数」より）

実　　数（人） 構成比（％）
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市町村民経済計算の概念と推計方法 
 

＜平成30年度 市町村民経済計算（山形県みらい企画創造部）から抜粋＞ 
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Ⅰ 市町村民経済計算の概念 

 １ 市町村民経済計算とは 

   市町村民経済計算とは、県内各市町村の一定期間（会計年度）の経済活動をとりまとめた

ものであり、各市町村経済の構造などを計量的に把握して、市町村経済の姿をあらわしてい

る。 

   推計は、県民経済計算に基づいて行っている。 

  

 ２ 経済の循環と三面等価 

   経済活動によって生み出された付加価値は、労働者や企業に賃金や利潤として分配され、

分配された所得は消費や投資として支出される。 

   このように経済活動は＜生産＞→＜分配＞→＜支出＞と「循環」している。これらは同じ

付加価値を異なる三つの側面から見たもので、本来一致すべきものであり、これを「三面等

価の原則」という。 

   なお、市町村民経済計算では、生産面から把握した「市町村内総生産」、分配面から把握

した「市町村民所得」を推計の対象としている。 

 

３ 統計表の基礎概念 
(1) 市町村内総生産 

１年間に市町村内の生産活動によって新しく生み出された価値（付加価値）の

評価額を示したもので、生産された商品やサービスの額（＝産出額）から原材料

や部品代など（＝中間投入）を除いたものである。 
 

(2) 市町村民所得 

生産活動で生み出された付加価値がどのように分配されるか把握したもので、

雇用者報酬、財産所得（非企業部門）、企業所得（企業部門の第１次所得バランス）

から構成される。 
 

① 雇用者報酬 
雇用者に対する給与や諸手当の支払で、賃金のほか、雇用者の福利厚生のた

めの雇主の各種負担も含まれる。 
 
② 財産所得（非企業部門） 

一般政府・家計・対家計民間非営利団体といった非企業部門において、金融

資産、土地などの賃借から発生する所得を計上したものであり、利子、地代、

配当などが該当する。（企業部門の財産所得については企業所得に含まれる。） 
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③ 企業所得（企業部門の第１次所得バランス） 
営業余剰・混合所得（個人企業の営業余剰相当）に企業の財産所得の受払い

を加味したもので、企業会計の経常利益（＝営業利益+営業外収益－営業外費

用）に近い概念である。 
  なお、市町村民経済計算では、資料の制約等から、民間企業の内訳となる民  

間法人企業所得、個人企業所得を推計していない。 
 
 

＜市町村民経済計算の概要図＞ 

産出額
（市場価格表示）

中間投入

市内総生産
（市場価格表示）

生産・輸入

品に課され

る税（控除）

補助金

固定資
本減耗

市外からの所得（純）

市民所得
（要素費用表示）

財産所得

(非企業部門)

企業所得(企業

部門の第１次

所得バランス)
雇用者報酬

市内純生産

付加価値（＝市内総生産）

分
　
配

生
　
産

 

 

 

４ 利用上の注意点 

(1) 市内（属地主義）と市民（属人主義）の違い  

市町村民経済計算では、推計方法の違いで「内」ベースと「民」ベースの二つが

使いわけられている。  

「市内」は、その生産に携わった人の勤務地に着目(属地主義)してとらえ、「市民」

は生産に携わった人の居住地に着目（属人主義）するものである。総生産は「市

内」ベースで、所得は「市民」ベースでとらえている。 
例えば、Ａ市に居住し、Ｂ市で働いている人の場合、その人の生み出した付加

価値は、生産系列ではＢ市の市内総生産、分配系列ではＡ市の市民所得として把握され

ることになる。 
 

(2) 「総」と「純」の違い 

   付加価値は、固定資本減耗を含むかどうかで二つの捉え方がある。固定資本減耗

とは、機械や設備などの通常の使用による摩耗分（企業会計でいう減価償却費相当）
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に、通常起こりうる程度の事故などによる滅失分を加えたものである。算出額から

中間投入を引いた「総」生産にはこの分も含まれている。一方、「純」生産は、「総」

生産から固定資本減耗分を控除した正味の付加価値を表す。 

 

   「総」生産－固定資本減耗＝「純」生産 （※なお、純生産は、資料の制約等から推計してい

ない。） 

 

(3) 「市場価格表示」と「要素費用表示」の違い 

所得の表示には、「市場価格表示」と「要素費用表示」の二つがある。「市場価

格表示」とは、市場で取り引きされる価格で評価したもので、「要素費用表示」と

は、生産に必要とされる生産要素（労働・土地・資本）に対して支払われる価格

（賃金、地代、利子等）で評価したものである。「市場価格表示」は、「要素費用

表示」に比べて消費税などの生産・輸入品に課される税(※１)分だけ高くなり、ま

た、財貨の価格を下げるために政策的に拠出する補助金(※２)分だけ低くなってい

る。 
 市町村民経済計算では、市町村内総生産は「市場価格表示」を、市町村民所

得は「要素費用表示」の数値を使用している。 
 

市場価格表示=要素費用表示＋生産・輸入品に課される税－補助金 
 
 

 

※１ 生産・輸入品に課される税 

 市場生産者から一般政府への移転で、市場価格を変化させる。消費税、酒税、固定資産税
等いわゆる間接税に相当するものを含む。 

 

※２ 補助金 

 一般政府から市場生産者への移転で、市場価格を変化させる。利子補給金、公的企業への
経常補助金等。 
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(4) 帰属計算 

帰属計算はS N A上の特殊な概念である。実際には市場で財やサービスの授受が行わ

れていないにもかかわらず、あたかも行われたようにみなして計算を行うことをいう。

「帰属家賃」がこれにあたる。 
             

帰属家賃 

持ち家を自分自身に貸していると擬制して市場家賃で評価したもの。居住形（持

ち家、借家、借間）の違いによる総生産額等の差をなくすための概念。生産系列で

は、不動産業の算出額の一部として、分配系列では民間企業所得の持ち家に計上さ

れる。 
 

(5) 一人当たり市町村民所得 

生産活動で生み出された付加価値を、生産活動に参加した経済主体に分配したも

のを、それぞれ雇用者報酬、財産所得（非企業部門）、企業所得（企業部門の第１次

所得バランス）といい、これらの合計が市町村民所得である。各市町村の経済水準

を比較するときによく使われる「一人当たり市町村民所得」は、この市町村民所得

をその年の１０月１日現在の各市町村の総人口で割ったもののことである。 

したがって、「一人当たり市町村民所得」は企業の利潤なども含んだ各市町村の

経済全体の水準を表す指標であり、個人の給与や実収入などとの比較はできない。 
 

（6） 遡及改訂 

市町村民経済計算は県民経済計算などと同様に、新しい年度の推計結果が公表さ

れると、併せて過去の各年度の数値も溯って改訂される。これは、統計調査の中に

は毎年実施されないものも多く、実施されない中間年度については暫定的に推計し

た数値を使うために、その後新しい調査結果が公表された時にそのデータを使って

過去に遡って数値を修正していることや、推計方法の見直しを行っていることなど

が要因となっている。 
 



Ⅱ市町村民経済計算の推計方法

市町村民経済計算は、生産系列や分配系列の項目ごとに、県民経済計算の計数を各種指標で

各市町村に分割することにより推計している。

生産系列

分割指標 主な基礎資料

市町村別農業産出額（推計）（農林水産省）

特産果樹生産動態等調査（農林水産省）

民有林野面積 県森林ノミクス推進課資料

スギ造林実績 県森林ノミクス推進課資料

特用林産物等産出額 県森林ノミクス推進課資料、直接照会

林業労働力雇用者延べ人日 農林業センサス（農林水産省）

海面漁業生産額 庄内総合支庁水産振興課資料

内水面漁業従業者数 国勢調査（総務省）

内水面養殖業経営体数 漁業センサス（農林水産省）

鉱業 従業者数 経済センサス（総務省）

製造業 粗付加価値額 工業統計調査（経済産業省）

従業者数 経済センサス（総務省）

普通建設事業費 県市町村課資料

家屋新造分決定価格 県市町村課資料

電気業 発電電力量 直接照会

営業所管轄地域人口 山形県の人口と世帯数（県統計企画課）

都市ガス供給区域内世帯数 東北経済産業局資料

上水道業

工業用水道業

廃棄物処理業 従業者数 経済センサス（総務省）

下水道事業営業費用額

農業集落排水事業営業費用

(政府)廃棄物処理 清掃費 県市町村課資料  

卸売業 卸売業年間商品販売額 商業統計（経済産業省）

小売業 小売業年間商品販売額 商業統計（経済産業省）

道路運送業 従業者数 経済センサス（総務省）

郵便業 従業者数 経済センサス（総務省）

海面漁業生産額 庄内総合支庁水産振興課資料

人件費＋物件費 県市町村課資料

山形空港概要（山形空港事務所）

庄内空港概要（庄内空港事務所）

上記以外 従業者数 経済センサス（総務省）

従業者数 経済センサス（総務省）

電信・電話業 市町村別世帯数 山形県の人口と世帯数（県統計企画課）

上記以外 従業者数 経済センサス（総務省）

従業者数 経済センサス（総務省）

住宅賃貸業（帰属家賃含む） 固定資産税課税標準額（家屋） 県市町村課資料  

その他の不動産業 従業者数 経済センサス（総務省）

(政府)学術研究 職員数 直接照会

上記以外 従業者数 経済センサス（総務省）

国家公務 常用雇用者数 経済センサス（総務省）

地方公務 人件費＋物件費 県市町村課資料  

教育、(非営利)教育 従業者数 経済センサス（総務省）

(政府)教育 国公立学校教員数 学校基本調査（文部科学省）

(政府)保健衛生、社会福祉 人件費＋物件費 県市町村課資料  

上記以外 従業者数 経済センサス（総務省）

(政府)社会教育 人件費＋物件費 県市町村課資料  

上記以外 従業者数 経済センサス（総務省）

県市町村課資料 

(政府)下水道 県市町村課資料  

推計項目

農業 農業産出額等

林業

水産業

電気・ガス・水道・廃棄物
処理業

ガス・熱供給業

水道事業営業収益

建設業

卸売・小売業

運輸・郵便業
(政府)水運施設管理

(政府)航空施設管理

公務

教育

保健衛生・社会事業

その他のサービス

乗降客数

宿泊・飲食サービス業

情報通信業

金融・保険業

不動産業

専門・科学技術、業務支援
サービス業
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分配系列

分割指標 主な基礎資料

公債費 県市町村課資料

年金受給権に係る投資所得 人口 山形県の人口と世帯数（県統計企画課）

投資信託投資者に帰属する投資所得人口 山形県の人口と世帯数（県統計企画課）

固定資産税課税標準額（土地） 県市町村課資料

固定資産税課税標準額（家屋） 県市町村課資料

山形県道路公社 （山形市）

郵政事業 人口 山形県の人口と世帯数（県統計企画課）

山形大学医学部附属病院 （山形市）

県立病院 病院事業損益 県県立病院課資料

県企業局 県企業局職員数 県企業局資料

その他（県公社） （山形市）

市町村営企業 市町村営企業損益 県市町村課資料

その他（公的企業） 従業者数 経済センサス（総務省）

日本銀行

財政投融資特別会計

郵貯・簡保 人口 山形県の人口と世帯数（県統計企画課）

日本政策金融公庫 事業所所在地人口 山形県の人口と世帯数（県統計企画課）

県市町村課資料雇主の現実社会負担

雇主の帰属社会負担

対家計民間
非営利団体

推計項目

雇
用
者
報
酬

賃金・俸給

給与所得

雇用者報酬＋企業所得

受取賃貸料

（山形市）

財
産
所
得

一般政府
受取 生産年齢人口

山形県の人口と世帯数（県統計企画課）
国勢調査（総務省）

支払

家計

受取利子

支払利子

配当

その他の
投資所得

保険契約者に帰属する投資所得
所得控除額のうち生命保険料＋地
震保険料

県市町村課資料

企
業
所
得

民間企業

持ち家

公的企業

非金融法人企
業

金融機関

民間企業（持ち家を除く）
住宅賃貸業を除く市場生産者の総
生産額

受取
民間非営利団体従業者数 経済センサス（総務省）

支払
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Ⅰ経済活動別分類（2008SNA）と日本標準産業分類（JSIC）の対応表

SNA経済活動別分類 

（平成23年基準） 

日 本 標 準 産 業 分 類 

（平成25年10月改定） 

１ 農林水産業 

01 農業 01 農業

 （0113 野菜作農業（きのこ類の栽培を含む）のうち「きのこ類の栽培」→林業） 

（014 園芸サービス業→その他のサービス業） 

02 林業 02 林業 

0113 野菜作農業（きのこ類の栽培を含む）のうち「きのこ類の栽培」 

03 水産業 03 漁業（水産養殖業を除く） 

04 水産養殖業 

２ 鉱業 

04 鉱業 05 鉱業、採石業、砂利採取業 

2181 砕石製造業 

３ 製造業 

05 食料品 09 食料品製造業 

10 飲料・たばこ・飼料製造業 

1641 脂肪酸・硬化油・グリセリン製造業のうち「硬化油(食用)」 

5895 料理品小売業のうち「製造小売分」 

952 と畜場 

06 繊維製品 11 繊維工業 

（1113 炭素繊維製造業→窯業・土石製品） 

07 パルプ・紙・紙加工品 14 パルプ・紙・紙加工品製造業 

08 化学 16 化学工業 

（1641脂肪酸・硬化油・グリセリン製造業のうち「硬化油(食用)」→食料品） 

09 石油・石炭製品 17 石油・石炭製品製造業 

10 窯業・土石製品 21 窯業・土石製造業 

 (2181 砕石製造業→鉱業） 

1113 炭素繊維製造業 

11 一次金属 22 鉄鋼業 

23 非鉄金属製造業 

12 金属製品 24 金属製品製造業 

13 はん用・生産用・ 

  業務用機械 

25 はん用機械器具製造業 

26 生産用機械器具製造業 

27 業務用機械器具製造業 

14 電子部品・デバイス 28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 

15 電気機械 29 電気機械器具製造業 

16 情報・通信機器 30 情報通信機械器具製造業 

17 輸送用機械 31 輸送用機械器具製造業 

901 機械修理業のうち「空港等で行われる航空機整備」 

18 印刷業 15 印刷・同関連業 

19 その他の製造業 12 木材・木製品製造業（家具を除く） 

13 家具・装備品製造業 

18 プラスチック製品製造業（別掲を除く） 

19 ゴム製品製造業 

20 なめし革・同製品・毛皮製造業 

32 その他の製造業 
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SNA経済活動別分類 

（平成23年基準） 

日 本 標 準 産 業 分 類 

（平成25年10月改定） 

４ 電気・ガス・水道 

 ・廃棄物処理業 

20 電気業 33 電気業 

21 ガス・水道・ 

廃棄物処理業

34 ガス業 

35 熱供給業 

36 水道業 

（361 上水道業のうち「船舶給水業」→運輸・郵便業） 

88 廃棄物処理業 

５ 建設業 

22 建設業 06 総合工事業 

07 職別工事業(設備工事業を除く) 

08 設備工事業 

６ 卸売・小売業 

23 卸売業 50 各種商品卸売業 

～ 

55 その他の卸売業 

959 他に分類されないサービス業のうち「卸売市場」 

24 小売業 56 各種商品小売業 

～ 

58 飲食料品小売業 

（5895料理品小売業のうち「製造小売分」→「食料品製造業」） 

～ 

60 その他の小売業 

（6033調剤薬局のうち「調剤」→保健衛生・社会事業） 

61 無店舗小売業 

6421 質屋 

７ 運輸・郵便業 

25  運輸・郵便業 361 上水道業のうち「船舶給水業」 

42 鉄道業 

～ 

46 航空運輸業 

47 倉庫業 

48 運輸に附帯するサービス業 

49 郵便業（信書便事業を含む） 

861 郵便局のうち「郵便」 

693 駐車場業 

（自動車の保管を目的とする駐車場→不動産業。路面上に設置される駐車場は除く） 

791 旅行業 

８ 宿泊・飲食サービス業 

26 宿泊・飲食サービス業 75 宿泊業（うち会社の寄宿舎、学生寮等を除く） 

76 飲食店 

77 持ち帰り・配達飲食サービス業 

（7721 配達飲食サービス業のうち「学校給食」→「教育」） 

９ 情報通信業 

27 通信・放送業 37 通信業 

862 郵便局受託業 

38 放送業 

28 情報サービス・映像 

音声文字情報制作業

39 情報サービス業 

40 インターネット付随サービス業 

41 映像・音声・文字情報制作業 
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SNA経済活動別分類

（平成23年基準）

日本標準産 業 分類

（平成25年10月改定）

10 金融・保険業 

29 金融・保険業 62 銀行業 

～ 

64 貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関 

   （6421 質屋→小売業） 

65 金融商品取引業、商品先物取引業 

66 補助的金融業等 

67 保険業（保険媒介代理業、保険サービス業を含む） 

11 不動産業 

30 住宅賃貸業 692 貸家業、貸間業、帰属計算する住宅賃貸業 

31 その他の不動産業 68 不動産取引業 

691 不動産賃貸業（貸家業、貸間業を除く） 

（6912 土地賃貸業を除く） 

692 貸家業、貸間業 

693 駐車場業のうち自動車の保管を目的とする駐車場 

（所有者の委託を受けて行う駐車場の管理運営の活動を含む） 

694 不動産管理業 

12 専門・科学技術、 

業務支援サービス業 

32 専門・科学技術、 

業務支援サービス業 

70 物品賃貸業 

71 学術・開発研究機関 

72 専門サービス業（他に分類されないもの） 

（727 著述家・芸術家→その他サービス業） 

73 広告業 

74 技術サービス（他に分類されないもの） 

（746 写真業→その他サービス業） 

91 職業紹介・労働者派遣業 

92 その他の事業サービス業 

13 公務 

33 公務 97 国家公務 

98 地方公務 

8511 社会保険事業団体 

14 教育 

34 教育 7721 配達飲食サービスのうち「学校給食」 

81 学校給食 

（819 幼保連携型認定こども園のうち「保育所型」→保健衛生・社会事業） 

82 その他の教育・学習支援業 

  （821 社会教育、823 学習塾、824 教養・技能教授業→その他のサービス） 

   （8229 その他の職業・教育支援施設のうち「児童自立支援施設」→保健衛生・社会事業） 

15 保健衛生・社会事業 

35 保健衛生・社会事業 819 幼保連携型認定こども園のうち「保育所型」 

6033 調剤薬局のうち「調剤」 

8229 その他の職業・教育支援施設のうち「児童自立支援施設」 

83 医療業 

84 保健衛生 

85 社会保険・社会福祉・介護事業 

（8511 社会保険事業団体→公務） 
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SNA経済活動別分類

（平成23年基準）

日本標準 産 業 分類

（平成25年10月改定）

16 その他のサービス 

36 その他のサービス 014 園芸サービス 

727 著述・芸術家業 

746 写真業 

78 洗濯・理容・美容・浴場業 

79 その他の生活関連サービス業 

（うち791 旅行業→運輸・郵便業） 

80 娯楽業 

821 社会教育 

823 学習塾 

824 教養・技能教授業 

86 郵便局 

（861 郵便局のうち「郵便」→運輸・郵便業、862 郵便局受託業→通信・放送業） 

87 協同組合（他に分類されないもの） 

89 自動車整備業 

90 機械等修理業（別掲を除く） 

（901機械修理業のうち「空港等で行われる航空機整備」→輸送機械製造業） 

93 政治・経済・文化団体 

94 宗教 

95 その他のサービス 

（952 と畜場→食料品製造業） 
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